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次に，秘密投票の侵害を争った事件を見てみよう。まず最初は， Hopper v. 





































































( 2 ) Clarence A. Berdahl， Party Memb巴rshipin the United States， 1， 36 Am. 
Pol. Sci. Rev.l6， 27 (1942). 
( 3 ) Ibid.，p.25. 




これに異義を唱えることは許されなかったのである。 CharlesE. Merriam 
& Louise Overacker， Primary elections， pβ9. 
( 6 ) C.A. Berdahl. supra note (2)， p.27-28. 
( 7) Alonzo H. Tuttle， Limitations upon the Power of the Legislature to 
Control Political Parties and their Primaries， 1 Mich. L. Rev. 466，479 
(1903) .もっとも，当時の判例は，資格要件の法定を一般に合憲としており，
過去の支持についてのみ特に争った事例はない。




















政党の投票用紙ではあったが。JBerdahl， supra note (2)， p.29， n.37. 
(10) Berdahl， supra note (2)， p.31. 
(11) 注(1)に対応する本文参照。




(14) 91 P. 502 (Ca1. 1907) 









であるが，違憲理由の lつとして， 1366 a条の定める資格要件が議論の対
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(16) cf‘Schostag v. Cator， 91 P. 502， 503 (Cal. 1907). 
(17) cf. State v. Michel， 46 So. 430， 435 (La.1908). 
(18) Love v. Wilcox， 28 S.w (2d) 515， 523 (Tex. 1930).なお，以下にのべる
テクサス州、法の歴史は，主として本判決中の記述に依拠している。
(19) 286 S.W. 275 (Tex. 1926). 
(20) Nixon v. Herndon， 273 U.S. 536 (1927). 
(21) 高橋「アメリカの予備選挙制度と政党の法的地位研究序説一予備選挙の
投票資格規制とステイト・アクション法理」法律論叢83巻2・3号263頁。







(24) 74 S.w (2d) 113 (Tex. 1934). 
(25) 286 U. S. 73 (1932).高橋・前掲注(21)論文266頁参照。


















(27) 125 N.W. 961 (Wis. 1910). 
(28) ちなみに，との事件では， もう一つの違憲理由として，州民投票に付し






(29) 66 P. 714 (Or. 1901). 
(30) Ibid.， at719.なお，党員のテストを資格要件の加重だとして争った事件と
して，他に次のようなものがあるが，すべて合憲とされている。 Statev. 
Drexel. 105 NW. 174 (Neb， 1905) ; Rouse v. Thompson， 81 N.E. 1109 (Il. 
1907) ; Shostag v. Cator， 91 P. 502 (Cal. 1907) ; Morrow v. Wipf， 115 NW. 
1121 (S.D. 1908); Stat巴v.Feltρn， 84 N.E. 85 (Ohio 1908); Riter v. Douglass， 
109 P. 444 (Nev. 1910); State v. Flaherty， 136 NW. 76 (N.D. 1912). 
(31) 97 P. 728 (Wash. 1908). 
(32) Ibid.， at731. プライマリー選挙が憲法のいう選挙には当たらないとした
判例として， State v. Felton， 84 N.E.85 (Ohio 1908)も参照。「政党の候補
者を指名するために行われるにすぎないプライマリー選挙は，この憲法規
定のいう意味での選挙ではない。その規定は公職担当者 (of!icers)の選挙
について述べており，候補者の指名についてではないJ(at 89) 0 St旦tev. 
日出巴rty.136 N.W. 76 (N.D. 1912)も同様。 at79. 
(33) Hopper v. Stack， county clerk， 69 N. ]. L. 526， 56 A. 1 (1930). 
(34) 93 P. 112 (Cal. 1907). 
(35) 46 So. 430 (La. 1908). 
(36) ただしこの判決は これとは異なる論理を展開している。
(37) 84 N.E.85 (Ohio 1908). 
(38) 高橋・前掲注 (21)論文参照。
-231一
